
・船舶賃貸業

・不動産賃貸業

・自動車貸渡業

・物品リース業

・観光客の誘致宣伝等の事業

(H19.10.1現在)

　○理事 　○評議員・経営委員 ○正規職員
総数 4 総数 総数 1
うち県職員 0 うち県職員 うち県職員 0

　○団体収入の構成
（Ｈ１８収支計算書：経常収支）

単位：千円

県からの収入
補助金
受託料
その他

その他の収入
事業収入
その他

経常費用
経常収支差額

人的関与の概要

財政的関与の概要

0
0
0
0

35,242
35,242

0

35,242経常収益

8,423

主な事業内容

うち県が造成補助した取崩し型運用財産 －

設立目的
高速交通網の整備、雇用機会の創出等、隠岐地域の共通課題に対処するため、下記の事
業を行うことを目的として設立

合計額 －

うち県出資等額 50,000

適用会計基準 ※H18決算

H3.10
商法法人

（株式会社）
地域政策課 3月31日 企業会計基準

設立時期 法人形態 県所管課 事業年度終了日

（株）隠岐振興
代表取締役 松田　和久

隠岐郡隠岐の島町中町目貫の四
（任期） H18.6.23～H20.6

26,819

団体名 代表者（職・氏名）

基本財産の状況〔千円〕 県出資等比率 運用財産の状況〔千円〕　※Ｈ18決算

合計額 462,000
10.8%

所在地

事業収入
100%



(単位：千円）

資産
流動資産
固定資産

負債
流動負債
固定負債

251,525
12,784
12,784

0
498,449

510,684
367,937
142,747
11,274
11,274

0
499,410 502,744

団体の財務状況

Ｈ１６年度 Ｈ１７年度
718,256
590,047
128,209
219,807
219,807

0

人件費 6,671

Ｈ１８年度
515,528
264,003

超高速船の隠岐汽船㈱への賃貸、隠岐ポートプラザの管理
受託、宿泊施設に対するリネンサプライ事業

正味財産・資本

超高速船賃貸業等 20,148

事業費
(H18)

実施事業の概要

事業名 事業概要



　　･邑智郡の元気な地域づくり支援事業（助成金）

○広域的手法による地域産業活性化事業

　　・広域宣伝事業、地域情報受発信システム化事業、交流活動支援事業（助成金）

(H19.10.1現在)

　○理事 　○評議員・経営委員 ○正規職員
総数 6 総数 7 総数 2
うち県職員 0 うち県職員 1 うち県職員 0

　○団体収入の構成
（Ｈ１８収支計算書：経常収支）

単位：千円

県からの収入
補助金
受託料
その他

その他の収入
事業収入
その他

経常費用
経常収支差額

12,044

12,044
13,815

△ 1,771

団体名 代表者（職・氏名） 所在地

（財）邑智広域振興財団
理事長 沖野　　健

川本町大字川本３３２－１５
（任期）

○地域活性化のための地域づくり担い手育成事業

H19.4.1～H21.3.31

適用会計基準 ※H18決算

H5.3
民法法人

（財団法人）
地域政策課 3月31日

旧公益法人会計基準
（S60.9.17改正）

設立時期 法人形態 県所管課 事業年度終了日

基本財産の状況〔千円〕 県出資等比率 運用財産の状況〔千円〕　※Ｈ18決算

0

設立目的

900,000
21.0%

合計額 6,899

うち県出資等額 189,410

合計額

人的関与の概要

財政的関与の概要

0

うち県が造成補助した取崩し型運用財産

　郡内の個性的な地域特性の発掘、保全、育成を通して、地域の活性化を図るとともに、広域的観
点にたった諸事業を行うことにより、邑智郡の振興を図ることを目的とする。

経常収益

主な事業内容

12,044

その他
100%



(単位：千円）

資産
流動資産
固定資産

負債
流動負債
固定負債

6,032
郡内の草の根的な文化芸術活動を続ける団体への助成事業
及び邑智郡の広域的な情報発信

人件費 3,549

事業

事業名

実施事業の概要

事業費
(H18)

事業概要

Ｈ１８年度
909,790

2,815

正味財産・資本 909,318

2,541

923,374

917,389

団体の財務状況

Ｈ１６年度

917,330

920,886
53
53
0

913,275
59
59 472

0

Ｈ１７年度
923,427

906,975
472

0

4,114



（１）諸外国への研究・教育者等の派遣並びに招へい事業

（２）学生・生徒の国際交流を推進するための事業

（３）諸外国との学術・文化資料の交換等に関する事業

（４）島根に在住する外国人研究者及び留学生に対する援助事業

（５）小泉八雲に関する資料蒐集並びに学術研究

（６）その他目的を達成するために必要な事業

(H19.10.1現在)

　○理事 　○評議員・経営委員 ○正規職員
総数 20 総数 総数 4
うち県職員 1 うち県職員 うち県職員 0

※全て島根大学事務局職員の兼務

　○団体収入の構成
（Ｈ１８総コストに占める財源割合）

単位：千円

県からの収入
補助金
受託料
その他

その他の収入
事業収入
その他 141

所在地

(財)島根教育学術文化
国際交流基金

理事長 伊藤　一義 松江市西川津町1060
島根大学事務局内（任期） H18.7.10～H20.7.9

県所管課

団体名 代表者（職・氏名）

うち県出資等額 10,000

適用会計基準

S59.9
民法法人

（財団法人）
文化国際課 3月31日

公益法人会計基準
（S60.9.17改正）

設立時期 法人形態 事業年度終了日

設立目的

基本財産の状況〔千円〕 県出資等比率 運用財産の状況〔千円〕　※H18決算

合計額 65,183
15.3%

合計額 2,825

141

うち県が造成補助した取崩し型運用財産 -

　島根における国際交流に関する事業を実施・助成し、もって島根の教育・学術及び文化の発展に
寄与する。

主な事業内容

経常収益 141

人的関与の概要

財政的関与の概要

その他
100%



(単位：千円）

資産
流動資産
固定資産

負債
流動負債
固定負債

141
留学生等の交流推進を図る企画への援助、
国際交流団体加入時の会費の一部を援助

事業費
(H18) 県補助金

実施事業の概要

事業名

事業費 141

財源
事業概要

その他

0人件費 0

Ｈ１８年度
6,510,472

824,634

正味財産・資本 630,842

団体の財務状況

Ｈ１６年度 Ｈ１７年度
5,857,428

296,818

301,232

5,559,215
311,925

5,247,290
5,332,189

59,572
5,272,617

227,026

600,282
5,279,348

5,560,610
5,556,196

5,685,838
5,879,630

211,000
5,345,196

出資比率25％未満かつ県の財政支出がない団体については、財
務状況を把握していない。



（１）難病性疾患等に関する調査及び研究の実施　

（２）難治性疾患等に関する技術研修の実施

（３）難治性疾患等に関する情報の収集

（４）地域医療に関する調査研究並びに成人病検診の実施

（５）中高年者の健康管理並びに老人性疾患、痴呆及び老化防止に関する研究、検査の実施

（６）難病及び遺伝相談の実施

（７）移植医療に関する知識の普及啓発及び連絡調整並びに角膜のあっせん事業の実施

（８）疫学調査のうち住民健康診断事業の実施

（９）国内外における学術研究機関及び団体との研究協力体制の確立

(10)検査受託業務の実施　

(11)がんの診断及び治療に関する研究等を行う医療機関に対する助成

(12)その他、この法人の目的を達成するために必要な事業　

(H19.10.1現在)

　○理事 　○評議員・経営委員 ○正規職員
総数 12 総数 11 総数 16
うち県職員 1 うち県職員 1 うち県職員 0

　○団体収入の構成
（Ｈ１８収支計算書）

単位：千円

県からの収入
補助金
受託料
その他

その他の収入
事業収入
その他

事業活動支出
事業活動収支差額

財団法人
島根難病研究所

理事長 江口博晴
出雲市塩冶町223-7

（任期） H19.7.1～H22.6.30

適用会計基準 ※H18決算

Ｓ51.3
民法法人

（財団法人）
健康福祉総務課 3月31日

公益法人会計基準
（H16.10.14改正）

設立時期 法人形態 県所管課 事業年度終了日

基本財産の状況〔千円〕 県出資等比率 運用財産の状況〔千円〕　※Ｈ18決算

合計額 10,000
10.0%

合計額 5,550,852

うち県出資等額 1,000

この法人は、国立島根医科大学の設置を契機として、本県の疾病構造の実態に即した脳卒中等
の高血圧性疾患、がん、自己免疫性疾患を中心とする難病、遺伝体質並びに老人性疾患及び痴
呆の予知予防を中心とする老年医学に関する研究を島根大学、他大学及び関連教育病院、医師
会等の医療機関の関係者が一体となって実施し、難治性疾患の成因の解明、治療方法、予知予
防方法の確立を図るとともに健康管理についての研究を実施し、医学研究の振興と予防医学の確
立を目指し、あわせて移植医療及びがん医療への支援を行い、もって地域医療の向上に寄与する
ことを目的とする。

主な事業内容

うち県が造成補助した取崩し型運用財産 144,413

設立目的

財政的関与の概要

52,600
14,175

395,147

485,513

405,499
80,014

団体名 代表者（職・氏名） 所在地

37,766

38,425

432,913

人的関与の概要

事業活動収益

事業収入
78%

その他
8%

県・受託料
11%

県・補助金
3%



(単位：千円）

資産
流動資産
固定資産

負債
流動負債
固定負債

県費

実施事業の概要

事業名

0

158,454

事業費
(H18)

財源
その他

158,454

16,964 16,964
しまね難病相談支
援センター事業
しまねまごころバン
ク事業

講座・街頭キャンペーン等による移植医療に
関する普及啓発活動

Ｈ１８年度
1,367,582

99,056

正味財産・資本 1,222,168

Ｈ１７年度
1,287,876

1,171,128

1,877

222,199

23,139

222,199

21,262

1,190,797

53,963

116,748

1,329,380
85,235

1,244,145
138,583 145,414

61,817
83,59788,415

28,333 53,575
85,008

1,268,526

団体の財務状況

Ｈ１６年度

事業概要

難病患者・家族に対する相談・支援・情報提
供など

研究事業・検査検
診事業

1,233,913

人件費



(H19.10.1現在)

　○理事 　○評議員・経営委員 ○正規職員
総数 6 総数 15 総数
うち県職員 0 うち県職員 0 うち県職員 0

※うち2名は役員と兼務

　○団体収入の構成
（Ｈ１８収支計算書）

単位：千円

県からの収入
補助金
受託料
その他

その他の収入
事業収入
その他

事業活動支出
事業活動収支差額

第1種社会福祉事業
知的障害者更生施設設置経営
特別養護老人ホーム設置経営
身体障害者療護施設設置経営
肢体不自由者更生施設設置経営

第2種社会福祉事業
保育所設置経営
聴覚障害者情報提供施設受託経営
視聴覚障害者情報提供施設受託経営
介護実習普及センター受託経営            等

285

人的関与の概要

財政的関与の概要

150,755
3,739

事業活動収益

153,260

3,877,416

主な事業内容

うち県が造成補助した取崩し型運用財産 -

設立目的
別紙『昭和40年7月1日「社会福祉法人島根県社会福祉事業団設立趣意書」より』参照
 (平成12年度、自主独立運営により、定款の目的条項を変更する。）

基本財産の状況〔千円〕 県出資等比率 運用財産の状況〔千円〕　※事業年度終了日現在

合計額 30,000
15.7%

合計額 16,529,524

うち県出資等額 4,700

適用会計基準

S40.7.1
健康福祉
総務課

3月31日
社会福祉法人会計基準

（H12.4.1）

設立時期 法人形態 県所管課 事業年度終了日

社会福祉法人

団体名 代表者（職・氏名） 所在地

社会福祉法人
島根県社会福祉事業団

理事長 矢野　正治
松江市東津田町1741-3

（任期） H19.7.20～H21.7.21

147,016

3,726,661
3,573,401

3,501,454
375,962

その他
4%

県・受託
料
4%

事業収入
92%

県・補助
金
0%



(単位：千円）

資産
流動資産
固定資産

負債
流動負債
固定負債

西部視聴覚障害者
情報センター

2,761

123

2,041,240
自主事業（福祉施
設等運営）

知的障害者更生施設、肢体不自由者更生施設、特別
養護老人ホーム、身体障害者養護施設等の運営

2,054,415 13,175

財源

県費 その他

312,793
283,710

16,676,582

16,381,245
579,732
231,372
348,360

17,273,085
1,130,733

16,142,352
596,503

305,230

15,893,954
1,315,810

16,070,581

団体の財務状況

Ｈ１６年度

ボランティア養成、読書環境整備、点字・歩
行訓練等

6,441

Ｈ１７年度

介護研修センター
石見分室

介護研修等

介護研修センター
本室

介護研修等 13,334

Ｈ１８年度
17,139,256

758,011

正味財産・資本 16,559,524

1,492,437
17,386,391

1,010,580

島根県聴覚障害者
情報センター

聴覚障害者へのビデオ・情報機器貸出、手
話通訳者等の養成、相談業務等

4,958

事業費
(H18)

実施事業の概要

2,512,542

1,899

10,55210,675

111,2252,623,767

3,059

13,119 215

3,680

人件費

事業名 事業概要



(H19.10.1現在)

　○理事 　○評議員・経営委員 ○正規職員
総数 17 総数 22 総数
うち県職員 1 うち県職員 0 うち県職員
※県職員の１は知事(代表） 　※事務局は松江保護観察所（法務省所管）

　○団体収入の構成
（Ｈ１８収支計算書）

単位：千円
収入合計

県からの収入
補助金
受託料
その他

その他の収入
補助金

35
その他

主な事業内容

　更生保護に係る連絡助成事業、一時保護事業
　　（１）更生保護事業を営むものに対する連絡、調整又は助成
　　（２）保護司活動に対する連絡、調整又は助成
　　（３）更生保護に関する民間協力組織に対する連絡、調整又は助成
　　（４）犯罪予防を図るための世論の啓発その他の活動
　　（５）更生保護事業法第２条第２項各号に掲げる者に対する金品の給与
　　（６）その他前記の目的を達成するために必要と認める事業

財産運用収入

0
17,779

　島根県内における更生保護に関する事業の充実、発展に寄与するとともに、更生保護事業法第
２条第２項に掲げる者（保護観察に付されている者、刑の執行を終えた者、執行猶予中の者、少年
院を退院した者など）に対し、その自立更生に必要な保護を行うことを目的とする。

人的関与の概要

財政的関与の概要

0
0
0

641

17,103

17,779

設立目的

10,909

うち県出資等額 5,000 うち県が造成補助した取崩し型運用財産 0

合計額 57,790
8.7%

合計額

県所管課 事業年度終了日

基本財産の状況〔千円〕 県出資等比率 運用財産の状況〔千円〕　※Ｈ18決算

適用会計基準 ※H18決算

S35.7 更生保護法人 青少年家庭課 3月31日
更生保護事業会計基準

（H14.6.5改正）

設立時期 法人形態

団体名 代表者（職・氏名） 所在地

（更）島根保護観察協会
理事長 溝口　善兵衛

松江市向島町１３４-１０
（任期） H19.5.25～H22.5.24

財産運用
収入
0%

その他
96%

県以外の
補助
4%



(単位：千円）

資産
流動資産
固定資産

負債
流動負債
固定負債

事業概要

718,533
243,161
195,615
47,54666,850

738,299

753,732
308,676

261,815
722,093
245,609
178,759

292,512

220,609
88,067

737,568

Ｈ１６年度 Ｈ１７年度
1,046,244 983,908

人件費 1,120

Ｈ１８年度
953,136
234,603

正味財産・資本 709,975

団体の財務状況

事業費 16,659

事業費
(H18)

事業名

実施事業の概要

出資比率25％未満かつ県の財政支出がない団体については、財
務状況を把握していない。



1．農地保有合理化事業（農業経営基盤強化促進法（昭和55年法律第65号）第4条第2項に規定する

    事業をいう。）及びその他農業構造の改善に資するための事業

2．青年農業者等の確保育成に関する事業

3．就農支援資金の貸付けに関する事業

4．畜産基地の建設等農業の生産基盤の整備に関する事業

5．その他この法人の目的を達成するために必要な事業

(H19.10.1現在)

　○理事 　○評議員・経営委員 ○正規職員
総数 10 総数 13 総数 8
うち県職員 0 うち県職員 4 うち県職員 2

※県職員１は兼務

　○団体収入の構成
（Ｈ１８収支計算書）

単位：千円

県からの収入
補助金
受託料
その他

公共事業収入
補助金※
事業収入

その他の収入
事業収入
その他

支出
収入ー支出
※補助金には、県以外の制度補助を含む。

人的関与の概要

財政的関与の概要

584,441
56,278

収入

319,914
905,008

2,174,049

524,233

　 島根県農業の発展に必要な農業経営の規模拡大及び農地保有合理化の促進並びに優れた青年農業者
等の確保育成を図り、もって島根県農業の振興及び農村社会の発展に寄与することを目的とする。

主な事業内容

3,930

財団法人
しまね農業振興公社

松江市北堀町１５番地

設立目的 ※特定資産である「強化基金」については運用財産としていない。

228,700 30,676

-

適用会計基準

S45.8.1
民法法人

(財団法人)

団体名 代表者（職・氏名）

基本財産の状況〔千円〕 県出資等比率 運用財産の状況〔千円〕　※事業年度終了日現在

所在地

理事長 佐藤孝男

（任期） H19.3.10～H21.3.9

農業経営課 3月31日
公益法人会計基準

（S60.9.17改正）

設立時期 法人形態 県所管課 事業年度終了日

うち県出資等額 1,000 うち県が造成補助した取崩し型運用財産

合計額
0.4%

合計額

2,541,840
△ 367,791

364,686
196,289
168,397

1,224,922

県・借入
金
24%

公共事業
17%

事業収入
15%

その他
41%

県・受託
料
0%

県・補助
金
3%



(単位：千円）

資産
流動資産
固定資産

負債
流動負債
固定負債

農地保有合理化事
業等

農地の売買、貸借、農作業受託のあっせん 150,592 12,300

4,083,751

4,064,192
687,421

138,292

340,699

3,061,421

草地整備など畜産施設を整備

279,958

27,181

Ｈ１６年度

団体の財務状況

3,444,612
689,676

796,342

1,712,006

639,139

1,737,568

642,278

Ｈ１７年度

3,747,275 3,567,783

4,860,534 4,617,914

正味財産・資本
3,975,636

1,800,680

687,437

人件費

Ｈ１８年度
4,773,4275,547,955 5,305,351

青年農業者等確保
育成事業等

新規就農希望者に対する就農相談、研修実
施、資金貸付等

中海干拓農地保有
合理化促進事業等

中海干拓農地の販売、農地取得費の無利子
融資等

施設整備事業等

40,602 44,28384,885

3,795 23,386

183,474 157,225

1,800 278,158

財源

実施事業の概要

事業名
その他県費

事業費
(H18)

事業概要



(H19.10.1現在)

　○理事 　○評議員・経営委員 ○正規職員
総数 8 総数 総数 11
うち県職員 2 うち県職員 うち県職員 0

　○団体収入の構成
（Ｈ１８収支計算書：経常収支）

単位：千円

県からの収入
補助金
受託料
その他

その他の収入
事業収入
保険金等
財産運用

経常費用
経常収支差額

147,430

680,263

0
679,410

0

853
853

主な事業内容

690,297

 会員たる農業者等（その者が農業協同組合である場合には、その組合員を含む。以下この号にお
いて同じ。）が次に掲げる資金を借り入れることにより融資機関に対して負担する債務の保証
イ  農業近代化資金融通法（昭和36年法律第202号）第2条第3項の農業近代化資金
ロ  農業改良資金助成法(昭和31年法律第102号)第2条に規定する農業改良資金(同法の定めると
ころにより貸し付けられるものに限る。)
ハ  青年等の就農促進のための資金の貸付け等に関する特別措置法（平成7年法律第2号）第2条
第2項の就農支援資金
ニ  イからハまでに掲げるもののほか、農業者等の事業又は生活に必要な資金

△ 10,034

経常収益

459,850

72,130

合計額

設立目的

この協会は、農業信用保証保険法（昭和36年法律第204号。以下「法」という。）に基づき、農業協同
組合その他の融資を行う機関の農業者等に対する貸付けについてその債務を保証することによ
り、農業者等がその経営を近代化するために必要な資金その他農業者等が必要とする資金の融
通を円滑にし、もって農業の生産性の向上を図り、農業経営の改善に資することを目的とする。

うち県が造成補助した取崩し型運用財産 5,230

法人形態

人的関与の概要

財政的関与の概要

運用財産の状況〔千円〕　※Ｈ18決算

8,731,530

うち県出資等額 481,280

合計額（出資金） 4,251,020
11.3%

団体名

基本財産の状況〔千円〕 県出資等比率

適用会計基準 ※H18決算

Ｓ37.2 社団的認可法人 農業経営課 3月31日 企業会計

設立時期

島根県
農業信用基金協会

会長 萬代　宣雄
松江市殿町19-1

（任期） H19.7.20～H21.7.19

代表者（職・氏名）

県所管課 事業年度終了日

所在地

事業収入
67%

保険金等
22%

財産運用
11%

県・補助
金
0%



(単位：千円）

資産
流動資産
固定資産

負債
流動負債
固定負債

380

財源
県費

100,989

事業費
(H18) その他

3,523,503

0

853

0

農業者の資金借り入れに対する債
務保証

590,999 0 590,999

2,953,037

4,682,313
2,427,267
2,255,0462,203,281

4,540,322
2,337,041

団体の財務状況

Ｈ１６年度

3,529,316
6,561,780

Ｈ１７年度
10,085,791 10,189,425

5,649,103

3,524,011
5,147,450

6,660,109

2,194,413

4,938,341

人件費 100,989

Ｈ１８年度
10,442,441
6,918,938

正味財産・資本 5,760,128

農業信用保証制度
円滑化対策事業

農業信用基金協会
債務保証強化事業

債務保証し代位弁済を行った基金
協会に対する損失補償

0

1,233特別準備金の積み立て

債務保証事業

事業名

実施事業の概要

事業概要



（１）野菜価格安定基金の造成及び管理に関する事業

（２）上記（１）に係る補償金、補給交付金又は補給金の交付に関する事業

（３）契約野菜安定供給基金の造成及び管理に関する事業

（４）上記（３）に係る補給交付金、補給金及び交付金の交付に関する事業

（５）指定野菜価格安定対策資金又は契約指定野菜安定供給資金の造成の円滑化に関する事業

（６）その他協会の目的を達成するために必要な事業

(H19.10.1現在)

　○理事 　○評議員・経営委員 ○正規職員
総数 9 総数 総数 2
うち県職員 1 うち県職員 うち県職員 0

　○団体収入の構成
（Ｈ１８収支計算書）

単位：千円

県からの収入
補助金
受託料
負担金

その他の収入
事業収入
その他

支出
収入ー支出

団体名 代表者（職・氏名） 所在地

（社）島根県
野菜価格安定基金協会

会長理事 三嶋　章生
斐川町大字直江５０３０

（任期） H17.5.30～H20.5.29

適用会計基準 ※H18決算

S46.7
民法法人

（社団法人）
農畜産振興課 3月31日

公益法人会計基準
（H60.9.17改正）

設立時期 法人形態 県所管課 事業年度終了日

基本財産の状況〔千円〕 県出資等比率 運用財産の状況〔千円〕　※Ｈ18決算

合計額 363,900
15.1%

合計額 142

うち県出資等額 55,000

主な事業内容

うち県が造成補助した取崩し型運用財産 -

設立目的

野菜価格安定基金を造成し、野菜の価格に著しい低落があったときその損失を補償する事業、及
び契約野菜安定供給基金を造成し、あらかじめ締結した契約取引を行う野菜に対して、その野菜
の価格に著しい低落があったときその損失を補填する事業又は天候その他やむを得ない事由によ
り供給すべき野菜が不足した場合にその野菜を確保するために必要な費用に充てるための交付金
を交付する事業等を行うことにより、野菜産地の強化、農家の生産意欲の向上、経営の安定及び
消費者への安定した供給を図ることを目的とする。

収入

0
2,202

51,431

25,830

0
51,431

人的関与の概要

財政的関与の概要

28,032
79,463

79,320
143

県・その
他
3%

その他
64%

県・補助
金
33%

県以外からの補
助
46,126千円等



(単位：千円）

資産
流動資産
固定資産

負債
流動負債
固定負債

18,511

3,783

28,448

県費

16,764

1,501

9,396

財源
その他

事業費
(H18)

事業概要事業名

実施事業の概要

特定野菜等供給産
地育成価格差補給
野菜経営安定支援
事業

35,275

37,844
市場価格が保証基準額を下回った場合に、
その差額の８割を生産者に交付

人件費 5,284

Ｈ１８年度
620,889
249,896

正味財産・資本

産地振興計画策定産地の市場価格が保証基準額を
下回った場合に、その差額の８割を生産者に交付

369,968

249,980

団体の財務状況

Ｈ１６年度 Ｈ１７年度
617,466 622,994

941
252,829

339

370,993
250,921

246,911

247,007

369,826

370,555
252,615
370,379
253,168

50
370,409

247,057



(H19.10.1現在)

　○理事 　○評議員・経営委員 ○正規職員
総数 12 総数 総数 4
うち県職員 2 うち県職員 うち県職員 0

　○団体収入の構成
（Ｈ１８収支計算書）

単位：千円

県からの収入
補助金
受託料
その他

その他の収入
事業収入
その他

事業活動支出
事業活動収支差額

主な事業内容

１．栽培漁業推進事業
　県の補助事業と栽培漁業推進ファンドの運用益により、県下６地域の水産振興部会と連携
してマダイ・ヒラメの中間育成・放流並びに栽培漁業のPR活動を実施。また、会員が実施す
る栽培漁業・養殖業に必要な種苗を斡旋配布。

２．沿岸漁場整備開発促進事業
　整備した沿岸漁場の効果調査及び放流種苗の追跡調査、漁場の有効利用にかかる調査を実
施。

３．水産振興助成事業
　水産振興助成事業基金の運用益により水産振興に必要な助成と海難遺児への育英資金を給
付。

105,714
10,983

　栽培漁業の推進等を通じて漁業生産の増大並びに漁業者の福祉の向上を図り、島根県における
水産業の発展に寄与することを目的とする。

74,643

人的関与の概要

財政的関与の概要

16,799
15,300

事業活動収益

－

設立目的

合計額 1,908,150
24.1%

合計額 30,936

うち県出資等額 460,000

事業年度終了日

基本財産の状況〔千円〕 県出資等比率 運用財産の状況〔千円〕　※Ｈ18決算

うち県が造成補助した取崩し型運用財産

適用会計基準 ※H18決算

H4.10
民法法人

（社団法人）
水産課 3月31日

公益法人会計基準
（H16.10.14改正）

設立時期 法人形態 県所管課

会長 宇津　徹男
松江市北堀町１５

（任期） H18.5.31～H21.5.30

団体名

116,697

代表者（職・氏名） 所在地

（社）島根県
  水産振興協会

25,255

1,499
0

99,898

事業収入
22%

その他
64%

県・受託
料
1%

県・補助
金
13%

負担金収入
25,885千円
基本財産運用収入
30,936千円　等



(単位：千円）

資産
流動資産
固定資産

負債
流動負債
固定負債

事業費
(H18)

財源
県費

468

1,935,321
12,644
4,990

60,05579,987

人件費 745

Ｈ１８年度

1,934,010
11,491
11,090

63,537
1,998,858

団体の財務状況

Ｈ１６年度 Ｈ１７年度
2,034,874 1,994,065

正味財産・資本 1,986,2142,000,960
7,654401

1,982,574

1,954,887
33,914
33,446

事業名

14,555

53,485

事業概要

マダイ・ヒラメの中間育成、放流　等

36,834

水産物供給基盤整
備施設効果調査

人工漁礁域での操業割合及び漁獲割合の
調査

13,810

15,235 38,250

840 0

県からの支援のな
い事業

海難維持への育英資金給付、種苗の斡旋配
布、資源保護育成・不法採捕対策（看板等）

栽培漁業推進事業

実施事業の概要

36,834

840

その他



・ 中小企業勤労者の在職中の生活安定に係る事業

・ 中小企業勤労者の健康の維持増進に係る事業

・ 中小企業勤労者の老後生活の安定に係る事業

・ 中小企業勤労者の自己啓発に係る事業

・ 中小企業勤労者の余暇活動に係る事業

・ 中小企業勤労者の財産形成に係る事業

・ その他、目的を達成するために必要な事業

(H19.10.1現在)

　○理事 　○評議員・経営委員 ○正規職員
総数 23 総数 25 総数 1
うち県職員 0 うち県職員 1 うち県職員 0

　○団体収入の構成
（Ｈ１８収支計算書：経常収支）

単位：千円

県からの収入
補助金
受託料
その他

その他の収入
補助金
その他

経常費用
経常収支差額

345,365

　中小企業勤労者のための総合的な福祉事業を行うことにより、中小企業勤労者の福祉の向上を
図るとともに、中小企業の振興、地域社会の活性化に寄与すること。

主な事業内容

0

団体名 代表者（職・氏名） 所在地

（財）島根県
  東部勤労者共済会

理事長 松浦正敬
松江市母衣町５５番地４

（任期） H19.6.1～H21.5.31

適用会計基準 ※H18決算

H7.9
民法法人

（財団法人）
雇用政策課 3月31日

公益法人会計基準
（H16.10.14改正）

設立時期 法人形態 県所管課

100,217
20.0%

合計額

事業年度終了日

基本財産の状況〔千円〕 県出資等比率 運用財産の状況〔千円〕　※Ｈ18決算

100,217

うち県出資等額 20,000 うち県が造成補助した取崩し型運用財産 0

設立目的

合計額

42,500
302,865

0
345,365

財政的関与の概要

0

人的関与の概要

0

経常収益

3,366
341,999 その他

88%

県以外の
補助金

12%



(単位：千円）

資産
流動資産
固定資産

負債
流動負債
固定負債

320,844

21,395

財源
県費 その他

21,395

事業費
(H18)

事業費 320,844

事業名

実施事業の概要

事業概要

正味財産・資本 179,431

団体の財務状況

Ｈ１６年度 Ｈ１７年度
174,482 181,649
21,552

4,285

170,197

20,859
160,790

3,458
3,458

0
178,191

152,930
4,285

人件費

7,815
7,815

00

158,903

Ｈ１８年度
187,246
28,343



　道の駅「ゆうひパーク浜田」の運営

(H19.10.1現在)

　○理事 　○評議員・経営委員 ○正規職員
総数 7 総数 総数 27
うち県職員 0 うち県職員 うち県職員 0

　○団体収入の構成
（Ｈ１８収支計算書：経常収支）

単位：千円

県からの収入
補助金
受託料
その他

その他の収入
受託料
その他

経常費用
経常収支差額

主な事業内容

人的関与の概要

合計額

設立目的

60,000

うち県出資等額

　中国横断自動車道(浜田自動車道)の開通に伴い整備された国道9号バイパス浜田道路に道の駅
を設置し、通行者の利便性向上に資する地域振興上の拠点とするとともに、重度障害者多数雇用
事業所として障害者雇用対策の推進を図る。

1,190
401,780

402,970
0
0
0

うち県が造成補助した取崩し型運用財産
1.7%

合計額

1,000

基本財産の状況〔千円〕 県出資等比率 運用財産の状況〔千円〕　※Ｈ18決算

適用会計基準 ※H18決算

H4.11 株式会社 雇用政策課 3月31日 企業会計

設立時期 法人形態 県所管課

団体名 代表者（職・氏名）

事業年度終了日

所在地

ゆうひパーク浜田(株)
代表取締役 木戸　淳

浜田市原井町１２０３番地１
（任期） H19.７.18～

450,084
△ 47,114

財政的関与の概要

0
402,970

経常収益

県以外
の受託

県以外
の受託
料 その
他, 0%



(単位：千円）

資産
流動資産
固定資産

負債
流動負債
固定負債

470,561

団体の財務状況

Ｈ１６年度 Ｈ１７年度
583,093 531,200

Ｈ１８年度

31,45821,242
509,958

749,176
77,748

671,428677,164

729,717
52,553

正味財産・資本 △ 247,157

22,701

41,849
676,660

△ 135,416 △ 198,517

560,392
718,509

502,019

人件費

1,059,639

事業名

実施事業の概要

事業概要

事業費 1,059,639

113,233 113,233

財源
県費 その他

事業費
(H18)



・ 中小企業勤労者の在職中の生活安定に係る事業

・ 中小企業勤労者の健康の維持増進に係る事業

・ 中小企業勤労者の老後生活の安定に係る事業

・ 中小企業勤労者の自己啓発、余暇活動に係る事業

・ 中小企業勤労者の財産形成に係る事業

・ その他共済会の目的を達成するために必要な事業

(H19.10.1現在)

　○理事 　○評議員・経営委員 ○正規職員
総数 21 総数 23 総数 2
うち県職員 0 うち県職員 2 うち県職員 0

　○団体収入の構成
（Ｈ１８収支計算書：経常収支）

単位：千円

県からの収入
補助金
受託料
その他

その他の収入
補助金
その他

経常費用
経常収支差額

0
138,107

0
138,107

人的関与の概要

54,588

経常収益

　中小企業勤労者のための総合的な福祉事業を行うことにより、中小企業勤労者の福祉の向上を
図るとともに、中小企業の振興、地域社会の活性化に寄与することを目的とする。

36,698
101,409

うち県が造成補助した取崩し型運用財産 0

設立目的

23.8%
合計額 54,588

うち県出資等額 13,000

合計額

基本財産の状況〔千円〕 県出資等比率 運用財産の状況〔千円〕　※Ｈ18決算

適用会計基準 ※H18決算

H10.11
民法法人

（財団法人）
雇用政策課 3月31日

公益法人会計基準
（H16.10.14改正）

設立時期 法人形態 県所管課

団体名 代表者（職・氏名）

事業年度終了日

所在地

（財）島根県
西部勤労者共済会

理事長 岩谷百合雄
浜田市田町１７１１

（任期） H19.6.1～H21.5.31

主な事業内容

財政的関与の概要

134,924
3,183

その他
73%

県以外の
補助金

27%



(単位：千円）

資産
流動資産
固定資産

負債
流動負債
固定負債

74,916

団体の財務状況

Ｈ１６年度 Ｈ１７年度
73,707 74,157

Ｈ１８年度

237
363
363

00

345

3,246
70,911

237

77,375
2,459

正味財産・資本 77,012

3,300

345
0

73,362

事業概要
事業費
(H18)

実施事業の概要

事業費 120,228

73,920

70,407

人件費

県費 その他

14,697

事業名

120,228

財源

14,697



(H19.10.1現在)

　○理事 　○評議員・経営委員 ○正規職員
総数 8 総数 7 総数 5
うち県職員 0 うち県職員 2 うち県職員 0

　○団体収入の構成
（Ｈ１８収支計算書）

単位：千円

県からの収入
補助金
受託料
その他

その他の収入
事業収入
その他

事業活動支出
事業活動収支差額

この法人は、建築物に関する安全性の確保及び適正な維持管理を推進することにより、地域住民
の生命、健康及び財産の保護を図ると共に、住宅に関する知識技術の啓発、普及等の住宅に関す
る各種の事業を実施し、もって県民の福祉の向上に寄与することを目的とする。
この法人は、前項に規定するもののほか、建築、住宅行政の推進並びに協力に必要な事業を行う
ことを目的とする。

主な事業内容

（１）建築物の安全管理に関する指導啓蒙に関する事業
（２）建築物の定期調査、検査資格者の掌握及び研修に関する事業
（３）建築物で特定行政庁がしていするものの定期調査、検査に関する事業
（４）建築物の定期報告業務の指導及び宣伝に関する事業
（５）住宅に関する知識技術の啓蒙普及
（６）住宅建築関連業者、技術者及び技能者の研修
（７)住宅に関する展示　(８)財団法人住宅保証機構に関する事業
（９）住宅建築に関する各種相談業務　(10)建築確認･検査に関する事業
(11)住宅金融支援機構に関する業務　(12)住宅ロ－ンに関する審査検査業務
(13)住宅性能評価に関する事業　(14)その他前条の目的を達成するために必要な事業

団体名 代表者（職・氏名） 所在地

（財）島根県
 建築住宅センタ－

理事長 柳原恒徳
松江市北田町３５番地３建築会館内

（任期） H19.4.1～H20.4.17

適用会計基準 ※H18決算

Ｓ４９．７
民法法人

（財団法人）
建築住宅課 3月31日

公益法人会計基準
（H16.10.14改正）

設立時期 法人形態 県所管課 事業年度終了日

基本財産の状況〔千円〕 県出資等比率 運用財産の状況〔千円〕　※Ｈ18決算

設立目的

合計額 5,000,000
20.0%

合計額   （資本金含む。） 31,278,015

うち県出資等額 1,000,000 うち県が造成補助した取崩し型運用財産

人的関与の概要

財政的関与の概要

20,126

20,126
0

75,652

93,584
2,194

事業活動収益

75,590
62

95,778

その他
0%

事業収入
79%

県・受託
料
21%



(単位：千円）

資産
流動資産
固定資産

負債
流動負債
固定負債

UIターン希望者向
け住宅情報提供事

ＵＩターン希望者相談総合窓口、相談員登
録、情報提供

5,336 5,336

長寿社会住まいづ
くり相談員事務

相談員を対象とした講習会 335 335

島根県建築物耐震
改修促進計画策定

特定建築物の耐震化状況等の調査・とりまと
め、原稿作成等

4,774 4,774

特定優良賃貸住宅
管理等受託事業

入居者の審査、管理台帳入力等 820

実施事業の概要

自主事業 宅地建物取引主任者試験の受託等 9,633

2,825 0

9,633

0

0

0

0

820

2,825

事業概要

特殊建築物定期報
告調査事業

特殊建築物の定期報告書の受理、啓発

島根住まい情報提
供事業

長寿社会モデル住宅の活用、耐震改修の普
及啓発、ふるさと住宅情報提供事業

事業名

16,112

その他

10,601

27,695 525 27,170

事業費
(H18)

財源
県費

49,507
40,327

正味財産・資本 31,27831,801
4,9854,985

29,084

27,236

4,985

21,237
30,286
25,301

21,224
20,423
15,43816,094

21,079

28,28325,644

人件費 5,511

Ｈ１８年度
61,564

団体の財務状況

Ｈ１６年度 Ｈ１７年度
52,880



１、遊園地、その他各種スポーツ・レクリェーション施設の経営

２、索道事業

３、上記に附随関連する一切の事業

１、スキー場施設管理運営

２、宿泊・飲食・物販施設管理運営

３、キャンプ場等レクリエーション施設管理運営

(H19.10.1現在)

　○理事 　○評議員・経営委員 ○正規職員
総数 8 総数 総数 8
うち県職員 0 うち県職員 うち県職員 0

　○団体収入の構成
（Ｈ１８収支計算書：経常収支）

単位：千円

県からの収入
補助金
受託料
その他

その他の収入
受託料
その他

経常費用
経常収支差額

267,768
△ 16,336

-

設立目的

合計額 52,130
3.8%

合計額 52,130

うち県出資等額 2,000

事業年度終了日

基本財産の状況〔千円〕 県出資等比率 運用財産の状況〔千円〕　※Ｈ18決算

うち県が造成補助した取崩し型運用財産

適用会計基準 ※H18決算

S62.12
商法法人

（株式会社）
斐伊川神戸川対策課 3月31日

設立時期 法人形態 県所管課

団体名 代表者（職・氏名） 所在地

（株）
琴引フォレストパーク

代表取締役社長 西村茂樹
飯石郡飯南町佐見１１５１番地

（任期） H19.6.1～H21.5.31

251,432

人的関与の概要

財政的関与の概要

経常収益

主な事業内容

0

6,160
245,272

0
251,432

県以外の
受託
2%

その他
98%



(単位：千円）

資産
流動資産
固定資産

負債
流動負債
固定負債

人件費

団体の財務状況

Ｈ１８年度
95,852

137,57266,340

Ｈ１６年度 Ｈ１７年度
106,991 185,197

3,244,553
244,099

55,551

157,498
3,162,031

40,301
3,172,300

161,029

正味財産・資本 △ 3,076,448△ 3,055,040
3,011,2713,000,454

△ 3,059,356

40,651

3,004,533

47,625

その他

93,936

171,737 171,737

事業費
(H18)

財源
県費

93,936

実施事業の概要

事業概要

事業費

事業名



県内の体育、スポーツの振興に関する事業及び県教育委員会から委託を受けた事業を行い、

もって県民の体力向上に寄与する。

　（１）県民のスポーツ振興のための基本方策を確立すること。
　（２）県民スポーツのアマチュア精神を養うこと。
　（３）加盟団体相互の強化育成を図ること。

　（４）各種競技団体の強化育成を図ること。

　（５）スポーツに関する事業を実施し、又は援助すること。

　（６）スポーツ少年団を育成すること。

　（８）スポーツ功労者の表彰に関すること。

　（９）県教育委員会から委託を受けた体育、スポーツに関する施設の管理運営を行うこと。

　（10）その他、この法人の目的達成に必要な事業を行うこと。

(H19.10.1現在)

　○理事 　○評議員・経営委員 ○正規職員
総数 34 総数 72 総数 30
うち県職員 2 うち県職員 0 うち県職員 0

　○団体収入の構成
（Ｈ１８収支計算書）

単位：千円

県からの収入
補助金
受託料
指定管理料
その他

その他の収入
事業収入
その他

事業活動支出
事業活動収支差額

主な事業内容

人的関与の概要

財政的関与の概要

542,021

207,822

0
49,266

334,199

設立目的

0
49,266

591,287

579,389
11,898

214,000

うち県出資等額 35,000 うち県が造成補助した取崩し型運用財産 -

合計額 214,000
16.4%

合計額

県所管課 事業年度終了日

基本財産の状況〔千円〕 県出資等比率 運用財産の状況〔千円〕　※Ｈ18決算

（任期） Ｈ１９・６・１８～Ｈ２１・６・１７

適用会計基準 ※H18決算

H46.3
民法法人

（財団法人）
総務課 3月31日

公益法人会計基準
（H16.10.14改正）

設立時期 法人形態

団体名 代表者（職・氏名） 所在地

（財）島根県体育協会
理事長 有澤　寛

松江市上乃木10-4-2

　（７）スポーツの振興について、関係行政官庁その他の機関に対して意　見を述べ、
　　またその施策に協力すること。

事業活動収益

指定管
理料
57%

その他
8%

県・受託
料
35%



(単位：千円）

資産
流動資産
固定資産

負債
流動負債
固定負債

2,259

26,072

295,570

15,996
163,805

28,142
154,310

445,280
182,452

294,271

26,072

県立体育施設管理
運営事業

県立武道館ほか５施設の管理運営 196,210

県内スポーツの普
及・振興事業

45,116

23,454
440,152

人件費(指定管理） 148,963 148,963 0

190,647

団体の財務状況

Ｈ１６年度

450,618
179,801

47,660 32,742

正味財産・資本
145,531
297,165

人件費(事業） 73,661

Ｈ１８年度
474,072

地域スポーツの普及振興、指導者養成、ス
ポーツ少年団活動の推進等

Ｈ１７年度
487,812 478,022

競技スポーツの振
興事業

134,739

県内市町村やスポーツ団体に対する統合型
地域スポーツクラブの創設・運営等を支援

2,259

国体予選開催、本大会派遣、指導者研修
会、スポーツ教室開催

広域スポーツセン
ターの運営

事業名

実施事業の概要

事業概要
財源

その他
事業費
(H18)

0

179,507 16,703

68,187

134,739

5,474

0

県費



(H19.10.1現在)

　○理事 　○評議員・経営委員 ○正規職員
総数 11 総数 25 総数 0
うち県職員 0 うち県職員 0 うち県職員 0

　○団体収入の構成
（Ｈ１８総コストに閉める財源割合）

単位：千円

県からの収入
補助金
受託料
その他

その他の収入
事業収入
その他

団体名 代表者（職・氏名） 所在地

（財）日本ボーイスカウト
島根連盟維持財団

理事長 澄田信義
松江市大庭町1751-13

（任期） H20.9.26

適用会計基準 ※H18決算

S44.8
民法法人（財団

法人）
生涯学習課 3月31日

その他（一部公益法人会計基準
(S60.9.17改正）を含む）

設立時期 法人形態 県所管課 事業年度終了日

基本財産の状況〔千円〕 県出資等比率 運用財産の状況〔千円〕　※Ｈ18決算

合計額 36,067
8.3%

合計額 89

うち県出資等額 3,000 うち県が造成補助した取崩し型運用財産 －

島根県におけるボーイスカウト運動を助成し、もって青少年の心身の鍛練および国際友愛精神の
増進に資する

基本財産の運用益や寄付金を活用して「日本ボーイスカウト島根連盟の援助育成、ボーイスカウト
運動の普及啓蒙」、その他の事業を行う。

主な事業内容

設立目的

438
0

0
438

人的関与の概要

財政的関与の概要

0
438経常収益

財産運用
収入
100%



(単位：千円）

資産
流動資産
固定資産

負債
流動負債
固定負債

財源事業費
(H18)

0

465

県費 その他

実施事業の概要

事業概要事業名

32,742
445,280
182,452

45,116

ボーイスカウト運動
助成事業

465
日本ボーイスカウト島根連盟の援助育成、運
動の普及啓蒙など

190,647

Ｈ１６年度

450,618
179,801

47,660 23,454
440,152

正味財産・資本
145,531
297,165

人件費 0

Ｈ１８年度
474,072

Ｈ１７年度
487,812 478,022

団体の財務状況

295,570

15,996
163,805

28,142
154,310

294,271

出資比率25％未満かつ県の財政支出がない団体については、財
務状況を把握していない。


